
 

 

 

 

 

 

 

総合計画の策定に当たって（序論） 
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1. 第６次総合計画策定の趣旨 

白井市は、「白井市第５次総合計画基本構想（平成２８年度（２０１６年度）～令和７年度（２０２５

年度））」において、「ときめきと みどりあふれる 快活都市」を将来像として掲げ、実現に向けて各種

施策を推進してきました。 

全国的に人口減少・少子高齢化が進行する中、白井市の人口も平成３０年（２０１８年）をピークと

して減少傾向に転じました。また、近年の新型コロナウイルス感染症の流行は、過去に例を見ない行動

制限など、人々の生活様式や働き方に大きな影響を与えました。 

一方で、コロナ禍を契機として、デジタル技術の活用がより一層進行しつつあります。さらには、北

千葉道路や成田空港の機能拡張整備の進行等、白井市周辺では、さらなる情勢の変化が見込まれていま

す。 

こうした状況の中で、白井市第５次総合計画の成果や課題などを踏まえ、社会情勢の変化や市民ニー

ズを的確に捉えながら、総合的かつ計画的な市政運営を図る必要があります。白井市に関わるすべての

人々と白井市がめざす将来像を共有し、ともに魅力的な“しろい”をつくり上げていくための指針とし

て、新たな総合計画である「白井市第６次総合計画」を策定します。 

 

 

2. 総合計画の役割 

総合計画は、白井市の行政運営を総合的かつ計画的に推進していくための最上位に位置する計画です。

行政における各分野には、様々な個別計画がありますが、これらの個別計画は、総合計画の基本的な方

向に沿って策定し、推進していきます。 

また、総合計画で掲げる将来像の実現に向けて、白井市に関わるすべての人々が一体となってまちづ

くりを進めていくために、情報の共有と参加・協働を行い、役割分担を明確にして、それぞれが主体と

なって事業を推進していきます。 
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3. 総合計画の構成と期間 

総合計画は、白井市の目指す将来像やその実現に向けた基本的な施策の方針を示す「基本構想」と、

基本構想に基づいて将来像を実現するための具体的な施策を示した「基本計画」、基本計画に基づいて

具体的な事業を示した「実施計画」によって構成されます。 

 

（1）基本構想 

目指す将来像やその実現に向けた基本的な施策の方針など、まちづくりの指針を定めます。 

目標年度は、１０年後の令和１７年度（２０３５年度）とします。 

 

（2）基本計画 

基本構想に基づき、将来像を実現するための具体的

な施策を体系的に定めます。 

計画期間は、令和８年度（２０２６年度）から令和

１２年度（２０３０年度）までの５ヶ年を前期計画、

令和１３年度（２０３１年度）から令和１７年度（２

０３５年度）までの５ヶ年を後期計画とします。 

 

（3）実施計画 

基本計画で定めた施策に基づき、具体的な事業を定

めます。 

計画期間は、令和８年度（２０２６年度）から令和 

１２年度（２０３０年度）までの５ヶ年を前期計画、令和１３年度（２０３１年度）から令和１７年度

（２０３５年度）までの５ヶ年を後期計画とします。 

 

 

図 総合計画の計画期間 
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図 総合計画の構成 



Ⅰ．序論 

Ⅰ-3 

4. 第５次総合計画の取組状況 

第５次総合計画では、基本構想で掲げた「ときめきと みどりあふれる 快活都市」の実現に向けて、

白井市が重点的に取組んでいくまちづくりの重点戦略を定め、前期基本計画、後期基本計画において、

それぞれまちづくりの重点戦略に対する戦略の柱を定め、具体的な取組を進めてきました。 

 

第５次後期基本計画における各戦略の柱に基づいた主な取組内容と、取組に対する評価は以下のとお

りです。取組に対する評価は、庁内における進捗状況の評価（内部評価）と、附属機関である白井市総

合計画審議会において、取組状況や成果などに基づく総合評価（外部評価）を行っています。 

各取組はおおむね順調に進められている一方で、「かかわれる農」のまちづくり、地域拠点でつながる

健康なまちづくりについては、やや遅れている状況であり、社会情勢の変化や市民ニーズも踏まえ、さ

らなる取組の推進が必要となっています。 

 

■重点戦略１：若い世代定住プロジェクト■ 

戦略の柱 主な取組内容 内部評価 

（進捗状況） 

外部評価 

（総合評価） 

１-１ゆとりあ

るくらしを感じ

るまちづくり 

(1) 若い世代が魅力を感じるゆとりある住環境

の形成 

(2) 定住を希望する若い世代の支援 

(3) 地域資源を活用した魅力あるくらしの促進 

おおむね順調 やや優れている

１-２働く場を

生み出すまちづ

くり 

(1) 工業団地などへの就業支援 

(2) 異業種・異分野間のネットワークづくりに

よる交流・連携の支援 

(3) 起業希望者に対する相談・支援 

おおむね順調 やや優れている

１-３子育てし

たくなるまちづ

くり 

(1) 利便性の高い場所での保育機会の確保 

(2) 子育てに係る経済的負担の軽減 

(3) 地域での親や子どもたちの居場所づくりや

子育て支援のしくみづくり 

(4) 確かな学力、豊かな心、健やかな体など未

来を生き抜く力を育む学校教育の推進 

おおむね順調 やや優れている
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■重点戦略２：みどり活用プロジェクト■ 

戦略の柱 主な取組内容 内部評価 

（進捗状況） 

外部評価 

（総合評価） 

２-１「かかわ

れる農」のまち

づくり 

(1) 多様な形態の農業経営と担い手の支援 

(2) 農商工や産学官の連携による農産物の高付

加価値化やブランド化 

(3) 白井産農産物の販売の場や販売形態の充実 

(4) だれもが農に親しめる環境づくり 

遅れている やや劣っている

２-２みどりを

育み活かすまち

づくり 

(1) 白井の自然環境の豊かさを知り育むための

環境学習の推進 

(2) 市民によるみどりのネットワークづくりに

対する支援 

(3) 地域での環境保全や創出の取組としてのグ

ラウンドワークの推進 

(4) 自然とのふれあいや癒しの場としての里山

の保全と活用 

おおむね順調 やや優れている

 

■重点戦略３：拠点創造プロジェクト■ 

戦略の柱 主な取組内容 内部評価 

（進捗状況） 

外部評価 

（総合評価） 

３-１都市拠点

がにぎわうまち

づくり 

(1) 市役所・白井駅周辺や西白井駅周辺などで

の地域特性に合わせたにぎわいづくり 

(2) 工業団地における産業機能の向上に向けた

環境整備 

おおむね順調 やや優れている

３-２地域拠点

でつながる健康

なまちづくり 

(1) 小学校区を基本単位としたまちづくり協議

会の設立の推進とまちづくりの人材育成 

(2) 地域における助け合いや支え合いの促進 

(3) ライフステージに応じた健康づくりの推進 

やや遅れている やや劣っている

３-３拠点を結

ぶまちづくり 

(1) 幹線道路沿道などにおける開発誘導 

(2) 都市拠点と各地域を結ぶ道路ネットワーク

の構築 

(3) 利便性の良い公共交通ネットワークの確保 

おおむね順調 やや優れている
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5. 白井市の特性 

白井市の現況 

（1）人口 

白井市の人口は令和５年度（２０２３年度）時点で約６２，０００人で、昭和５４年（１９７９年）

の千葉ニュータウンの街開き当初に入居した団塊の世代※と団塊ジュニア世代※の人口比率が高い特

徴があります。白井市全体の人口は、平成３０年（２０１８年）をピークとして減少していますが、

世帯数は核家族化などにより増加傾向にあり、１世帯当たりの人員数が減少しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典）国立社会保障・人口問題研究所

「日本の地域別将来推計人口（２０２３年推計）」
（出典）白井市「住民基本台帳」

図 白井市の年齢５歳階級別人口（現在・将来） 図 白井市の世帯数・１世帯当たり人員数推移 
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※団塊の世代 
 戦後のベビーブーム期に生まれた世代を指
し、通常昭和２２年（１９４７年）～昭和２４年（１
９４９年）生まれのこと。 

※団塊ジュニア世代 
 団塊の世代の子ども世代に当たり、通常昭
和４６年（１９７１年）～昭和４９年（1974 年）生
まれのこと。 

（出典）白井市「住民基本台帳」図 白井市の人口推移 
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（2）高齢者の健康 

白井市の高齢者（６５歳以上７５歳未満）及び後期高齢者（７５歳以上）の要介護（要支援）認定

率は近隣市と比較して低く、年齢を重ねても健康的な市民が多くみられます。 

 

高齢者（６５歳以上７５歳未満） 後期高齢者（７５歳以上） 

（出典）厚生労働省「介護保険事業状況報告（２０２１年）」 

図 要介護（要支援）認定率の隣接市との比較 

 

（3）子育て環境の充実 

子育て世代の共働きが増える中で、白井市

では子育てしやすい環境づくりとして、送迎

ステーション※の運営委託や預かり保育の拡

充など、保育に関する様々な取組によって、

子育てしやすい環境を整備してきました。 

人口の社会動態をみると、０～４歳や３５

～３９歳の世代の転入超過数が他の世代より

も多くなっていることから、子育てを理由に

白井市に転入する方が一定数存在すると考え

られます。 

 

（4）若い世代の転出 

白井市は子育て環境の充実により子育て世

代に選ばれている一方で、２０代前半を中心

とした若い世代は、多くの人が市外に転出す

る傾向にあります。 
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図 幼稚園等送迎ステーション 

 

 

※２０１４年～２０２３年の１０か年計 

（出典）白井市「住民基本台帳」、人口移動報告

図 白井市における転入超過数 
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※送迎ステーション 
 幼稚園開所時間外である朝夕の時間帯の保育を行い、日中
は幼稚園バスが所属幼稚園へと繋ぎ、幼稚園で幼児教育を受
けることができる施設のこと。 
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（5）産業 

白井市には、食品スーパーやチェーン店などの

商業施設が点在し、食料品や日用品などの日常的

な買物の地元購買率が高くなっています。 

工業では、千葉県の内陸工業団地では最大規模

であり、高い技術を持つ約３００社を擁する白井

工業団地が立地しています。 

農業では、梨の栽培が盛んですが、農家数、農

業従事者数、経営耕地面積は、ともに減少し続け

ており、今後、さらなる農家の高齢化と担い手不

足の深刻化や耕作放棄地の増加が懸念されます。 

また、白井市では、白井市企業誘致基本方針（令和４年（２０２２年）９月２０日策定）を掲げ、

地域経済の活性化や雇用機会の創出、財政基盤の強化を目的とした企業誘致を進めています。 

 

（6）交通 

道路については、首都圏近傍を環状に結ぶ国道１６号と成田空港を最短で結ぶ国道４６４号北千葉

道路が縦横に走り、鉄道については、北総線で都心や空港（成田空港・羽田空港）にアクセスできる

ため、通勤・通学や買い物・遊びに便利であり、白井市が居住地として選ばれる大きな魅力となって

います。令和４年（２０２２年）１０月には通学定期を中心に運賃値下げが実施され、利便性の向上

が図られました。 

一方、路線バス・コミュニティバスについては、運転手の担い手不足や勤務形態の見直しによって、

既存バス路線の減便や廃線が進行しており、今後さらなる進行が懸念されます。 

 

（7）都市とみどりの調和 

白井市はニュータウン地域では公園や街路樹が整然と整備さ

れ、その他の地域では昔からの田園風景が広がる都市と豊かなみ

どりが調和するまちであることが大きな強みです。 

一方で、多くのインフラや公共施設等は、昭和５４年（１９７

９年）に街開きが行われた千葉ニュータウン事業により整備され

ているため、多くが建替え更新時期を迎えており、持続的な維持

管理や資源の有効活用に対する重要性が増しています。 

 

（8）強固な地盤 

白井市は下総台地というしっかりとした地盤をもち、付近に活断層が見受けられないなど、地震に

強い地理的特性があります。都心から近いということもあり、様々な企業から注目されています。こ

のことを移住定住の促進にも活かし、誰もが安全に安心して暮らすことができる持続的なまちづくり

の創出が期待されます。  

（出典）千葉県「消費者購買動向調査（２０１８年度）」

図 白井市内における買い物品目（グループ） 

（出典）白井市「公共施設等総合管理計画」

図 市内公共施設の経過年数
（２０１６年度時点） 

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

日用品

食料品

飲食

耐久品

文化品

衣料品

贈答品

レジャー

その他

30年未満

65,545㎡

43%

30年以上

86,353㎡

57%
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各種アンケート調査結果 

現状の白井市に対する市民のニーズを把握するため、アンケート調査を実施しました。アンケート

調査概要は以下のとおりです。 

表 アンケート調査実施概要 

調査 調査対象者 調査期間 有効回収数(n) 有効回収率

住民意識調査 全市民から無作為に選んだ２，５００人

令和６年 

（２０２４年）

１月 

１，３０８件 ５２．３％

若い世代 

アンケート 

調査 

昭和６３年（１９８８年）４月２日から

平成１７年（２００５年）４月１日まで

に生まれた市民のうち、 

無作為に選んだ２，０００人 

令和６年 

（２０２４年）

２月 

４２６件 ２１．３％

高校生世代 

アンケート 

調査 

平成１７年（２００５年）４月２日から

平成２０年（２００８年）４月１日まで

に生まれた市民２，１６６人 

令和６年 

（２０２４年）

２月 

２９４件 １３．６％

 

住民意識調査は、まちづくり全般に係る 

意見・ニーズを把握する目的で実施しまし 

た。 

 

若い世代アンケート調査は、結婚や出産、 

子育てに係る意見・ニーズを把握する目的 

で実施しました。 

 

高校生世代アンケート調査は、進学や就 

職を見据えた意見・ニーズを把握する目的 

で実施しました。 

  

図 回答者の年齢構成 

住民意識調査 

高校生世代アンケート調査 若い世代アンケート踏査 

n = 426 n = 294
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（1）市の取組の満足度・重要度 

全市民を対象とした住民意識調査では、５２項目の施策について、白井市の取組に対する満足度と

重要度を５段階評価で調査しました。  

今後の重要度は高い一方で現状評価が低く、今後より一層力を入れて取り組んでいくことが求めら

れている＜重点改善分野＞では、鉄道やバスでの移動しやすさや、不法投棄防止や公害対策を含む計

画的な土地利用・開発、有事の際に備えた安心・安全なくらし、地球温暖化防止対策などが挙げられ

ています。 

  
（出典）白井市「住民意識調査（２０２４年）」 

1 子どもの医療費助成など子育て支援 18 健康づくりの推進 36 不法投棄防止対策

2 保育園の整備など子育ての環境づくり 19 乳幼児健診など母子の健康対策 37 ゴミの減量とリサイクルの推進

3 障がい児への療育の支援 20 がん検診など病気の予防対策 38
地球温暖化防止対策（カーボンニュートラ
ルの推進）

4 児童や青少年の健全育成 21 休日・夜間や緊急時の医療体制 39 計画的な土地利用・開発

5 小・中学校での教育・指導内容 22 地区コミュニティの活性化の支援 40 空き家発生の抑制

6 学校施設の整備・安全対策 23 公益的市民活動団体などへの支援 41 公園の整備

7
地域の教育資源を活用した開かれた学
校づくり

24 市民参加・協働の取組 42 地域の特性を生かした景観づくり

8 地震・台風などに備えた防災対策 25 講座開催など生涯学習活動の支援 43 道路の整備

9
火災に対する消防体制や緊急時の救急
体制

26 スポーツ活動の推進 44 橋梁や河川の整備

10 交通安全対策や防犯対策 27 文化・芸術活動の推進 45 上・下水道の整備

11 障がい者への福祉サービス 28 歴史・文化財の保存と活用 46 街路樹など街中のみどりの保全

12 高齢者への福祉サービス 29
多様な形態の農業経営と担い手の
支援

47 鉄道の運賃問題対策

13 保健や福祉の相談窓口機能の充実 30
商店街や工業団地などの活性化の
支援

48
路線バスやコミュニティバスの利便性向上
の取組

14
差別、偏見、虐待などを防止する人権対
策

31 企業誘致の推進 49 情報公開や広報・ＰＲ活動の取組

15 男女共同参画社会づくり 32 里山や河川など自然環境の保全 50 SDGs（持続可能な開発目標）の推進

16 国際交流など国際化の推進 33
市民の森など自然とふれあう場の
提供

51 官民連携の推進

17 平和意識の啓発や平和教育の推進 34 環境学習や環境美化活動の推進 52 DXの推進

35 騒音・振動・悪臭などの公害対策

その他
平和・多
文化共

生 自然環
境・生活

環境

生涯学
習

産業振
興

自然環
境・生活

環境

住環境・
生活基

盤

福祉

健康・保
険・医療

市民活
動

防災・防
犯

子育て

教育

1
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1.0
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1.4

1.6
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高

低

満足度平均： -0.17

重要度平均： 1.07

低 高

重
要
度

満足度

＜重点改善分野＞

今後の重要度は高いが、

現状評価は低い

＜改善分野＞

今後の重要度が低く、

現状評価も低い

＜維持分野＞

今後の重要度が低く、

現状評価は高い

＜重点維持分野＞

今後の重要度が高く、

現状評価も高い

鉄道の運賃

問題対策

路線バスやコミュニティバス

の利便性向上の取組

計画的な土地利用・開発

不法投棄

防止対策

休日・夜間や

緊急時の医療体制
交通安全対策や

防犯対策

道路の整備

騒音・振動・悪臭

などの公害対策

地球温暖化防止対策

（カーボンニュートラルの推進）

図 市の取組の満足度・重要度 
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（2）市民の抱える不安 

白井市の２０代前半を中心とした若い世代は、多くの人が市外に転出する傾向にあることから、

高校生・若い世代が白井市に住み続ける上で抱える不安を調査しました。 

 

1）白井市に住み続けることが難しくなる要因 

若い世代アンケ―ト調査をみると、若い

世代が白井市に住み続けることが難しくな

る理由として、就職や結婚などのライフイ

ベントを多く挙げていることがわかりまし

た。様々なライフステージに合わせて住み

続けたいと思うまちづくりを進めることが

求められていると考えられます。 

 

 

2）子育てに対する不安 

若い世代アンケ―ト調査をみると、妊

娠・出産の経済的な負担に不安を抱える人

が多くみられることがわかりました。子育

てしやすいまちづくりが求められていると

考えられます。 

 

 

 

 

3）公共交通の不便さに対する不満 

高校生アンケート調査をみると、市内在

住の高校生の約半数は、卒業時点で市外へ

転出することを望んでおり、主な理由とし

ては、通勤や生活にとっての交通の不便さ

を多く挙げていることがわかりました。 

白井市の公共交通機関は鉄道、路線バ

ス、コミュニティバスがありますが、年代

や移動の目的に関わらず、自家用車での移

動が主となっています。 

このことから、年齢によらず気軽に移動

できる交通体系が求められています。 

（出典）白井市「若い世代アンケート調査（２０２４年）」

図 白井市に住み続けることが難しくなると考える 
ライフイベント（３つまで回答可） 

（出典）白井市「若い世代アンケート調査（２０２４年）」

図 子育てに対する困りごと・不安（３つまで回答可）

 

（出典）白井市「高校生アンケート調査（２０２４年）」

図 転出したいと思う理由 
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市民ワークショップの結果 

白井市の魅力や、白井市でのくらしに対する問題やニーズについて、多様な意見を把握するために、

市民を対象としたワークショップを開催しました。ワークショップの概要は以下のとおりです。 

 

表 ワークショップの開催概要 

ワークショップ 対象者 開催日 令和６年（２０２４年） 開催場所 参加者数

気軽に本音で

SHIROI トーク 
全市民 

４月２５日（木） 市役所本庁舎 ２２名 

４月２７日（土） 市役所東庁舎 ２５名 

しろいの未来 

作戦会議 

小学生 ５月１２日（日） 保健福祉センター １７名 

中学生 ５月１２日（日） 保健福祉センター １６名 

高校生 

若い世代
５月１９日（日） 保健福祉センター ２４名 

タウンミーティン

グ 
全市民 

５月２６日（日） 
白井コミュニティ 

センター 
５名 

６月１日（土） 白井駅前センター １４名 

６月１日（土） 公民センター ２２名 

６月２日（日） 西白井複合センター ２３名 

６月２日（日） 冨士センター １４名 

６月２３日（日） 桜台センター ２５名 

 

 

気軽に本音で SHIROI トーク 

 

第５次総合計画の基本理念で

ある「安心」「健康」「快適」を

テーマにして、各テーマごとにテ

ーブルを設け、興味のあるテーマ

から順にテーブルを回っていく

ワールドカフェ方式で、意見を交

わしました。 

しろいの未来作戦会議 

 

事前に考えてきた興味のある

まちづくりのテーマを意見交換

した後、１０年後の理想の白井市

をグループごとに掲げました。 

更に、掲げた理想の白井市を実

現するために、自分たちができる

ことについても話し合いました。

タウンミーティング 

 

各センター６か所で「１０年後

の白井市のために」をテーマに掲

げて意見交換行いました。市全体

に係る意見のほか、地区に特化し

た意見を、途中で席替えを挟みな

がら、話し合いました。 

図 ワークショップ開催の様子 
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各ワークショップにおいて様々な意見や課題が多く挙がりました。主な意見は以下のとおりです。 

表 市民が認識する白井市の課題と主な意見 

白井市の課題 主な意見

アクティブシニアの増加 • 積極的に外出し、健康寿命を延ばす • 健康でまだ働ける高齢者が多い

主に若い世代の住みやす
さと働きやすさの両立 

• 静かでくらしやすい 
• 共働きで都内勤務の場合、子育てとの両

立が大変 

• リモートワークできる環境づくりがほ
しい 

誰でも移動しやすい交通
環境 

• 公共交通が不便で、高齢者は免許返納後
の移動手段がなくなる 

• バス以外の新たな移動手段が必要 

• 不便だと外出機会が減り、健康にも影響
がでる 

• 凸凹な道路は車いすやベビーカーで移
動しづらい

外国人の受入・交流環境
の整備 

• 就労や居住の環境づくり 
• 言語の壁がありコミュニティに入って

もらえない、ルールをうまく伝えられな
い 

• 不法就労やヤードが増えることは避け
るべき 

出入りしやすい地域コミ
ュニティやイベントの活
性・持続 

• 共働きで時間がない、役員の負担が大き
いなどの理由から、若い世代が新たなコ
ミュニティに入りにくい 

• 何気ない顔見知りなど、ゆるやかなつな
がりを求めている

• 切り捨てるのではなく、次の世代の負担
を減らしながら、今に合ったやり方で引
き継いでいく必要がある 

• 自治会への加入率の減少で、役員の負担
が大きく維持が困難 

だれもが気軽に集まり交
流できる場所の創出 

• 学生や若い世代が集まる空間、施設がほ
しい 

• ふらっと立ち寄れる場所がほしい 

持続的な農業、農業への
かかわり 

• １００%ではないが農業に関わりたい 
• 農家の担い手不足への対応が必要

• 子どもの頃の良い体験が思い出となり、
地域愛着を育む 

環境資源、工業団地等の
現状と魅力、誇れるもの
の維持と PR 

• 子ども達に地域の取組の体験や学習の
機会を設け、現状の魅力や問題を知って
もらう 

• ヤードが旧地区に集まる、治安が悪くな
らないか不安

• 清水口の白鳥スポット等、小さな魅力を
共有して広げたい 

• 今井の桜や田園風景を残したい 

機能や景観も重視したイ
ンフラの整備・維持 

• まちの顔としての駅前空間の再整備 • 農地の保全活用、ヤードの規制 

既存の魅力を損なわず利
便性等が向上する企業の
誘致と再整備 

• 白井は住みやすさが強みであり、賑わい
施設などは近隣市と連携していけばよ
い 

• 集客施設を含めた企業誘致が必要 

空き家・既存施設、資源
の利活用 

• 賃貸住宅の需要に対して供給がないが、
空き家・空き地は増えている

• 新たなニーズを取り込んだ施設の改修 

災害への備えと対応の確
立 

• 災害時に備えて、日常から近所のつなが
りを持つことが重要

• 自治会に所属しない人は防災訓練に参
加できているのか 

産官学連携※や魅力ある学
校づくりと学生との交流 

• 環境資源や農業の実態、インフラ老朽化
などを地域学習で知ってもらうことが
重要 

• 学校の授業で地域の取組に参加して、地
域の活動を知る

• 子育てや教育分野に手厚く支援してほ
しい 

• リスキリング※できる機会がほしい 

情報共有の促進 • 市民が欲しい情報が届いていない • 色々なイベントについて知る機会があ
れば、積極的に参加したい 

※産官学連携 
企業（産）、大学などの教育・研究機関（学）、政府や
地方公共団体（官）が連携して、新しい技術の研究
開発や事業の創出、製品の開発などを行うこと。 

※リスキリング 
新しい職業に就くためや、現在の職業で必要とされ
るスキルの大幅な変化に適応するために、必要なス
キルを獲得すること。 
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6. 社会の動向 

白井市を取り巻く状況は、日本全体の人口構造の変化や気候変動、新たな生活様式の浸透、世界情勢

の変動など、短期間で大きく変化しています。 

効果的なまちづくりのためには、社会動向をとらえた取組を考えることが重要となります 

令和１２年（２０３０年）までの実現を目標としている「持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ※）」をはじ

めとした幅広い視野をもって、長期的な視点でまちづくりに取り組む必要があります。 

 

図 ＳＤＧｓの１７のゴール 

 

取組の推進においては、デジタル技術を活用する視点も必要となります。 

白井市では、デジタル技術を活用し、市民サービスの向上、市役所業務の効率化を図り、持続可能

な行政運営を目指すとともに、白井市の魅力をもっと向上させるために、令和５年（２０２３年）に

「白井市ＤＸ推進指針」を策定しています。 

デジタル技術の普及は技術活用のみならず、国内におけるデータセンター※の需要に波及しており、

白井市においても、データセンターの建設が進んでいます。 

 

このような状況の中、特に今後１０年間で着目する社会の動向について、「人口」「自然環境」「都市・

インフラ」の３つの区分で整理します。 

  

※SDGs 
平成２７年（2０15）年 9 月の国連サミットで採択された「持続可
能な開発のための 2０3０アジェンダ」に記載された，令和１２年
（2０3０年）までに持続可能でよりよい世界を目指す国際目標。 

※データセンター 
インターネット用のサーバやデータ通信、
固定・携帯・IP 電話などの装置を設置・
運用することに特化した建物の総称。 
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（1）人口 

1）安心して結婚・子育てできる社会の重要性 

日本全体で少子化や人口減少が進展しており、対策が急務となっています。特に、出生数は令和６

年（２０２４年）に７０万人を割り込むことが見込まれています。国においては、平成２７年（２０

１５年）４月にすべての子ども・子育て家庭を社会全体で支え、子どもを産み育てやすい社会を形成

することを目指した「子ども・子育て支援新制度」が制定され、子育て支援に関する量の拡充・質の

向上に向けた取組を進めています。 

また、所得の低さや共働きなどの影響も伴い、特に若い世代は、選択的非婚の割合が増えています。

子育て環境の充実を図るだけでなく、安心して出産・子育てを行うことのできる社会システムを構築

することが重要です。 

 

2）社会生活を支える職種における人材不足 

労働人口の減少や業務的負担などの背景から、人材不足が深刻化しています。特に、社会生活を支

える上で必要不可欠である医療や福祉、第一次産業や交通、物流や小売業といった職種の従事者（エ

ッセンシャルワーカー）は、慢性的な人材不足によって一人当たりの業務的負担が大きくなっており、

待遇や処遇の改善に対する支援が求められています。 

 

3）外国人人口割合の増加 

日本の総人口は減少し続けている一方で、

外国人人口が増加し、日本の総人口に占める

外国人の割合が増加しています。外国人の増

加に伴い、多様な文化に対する理解や共生が

求められています。 

  

（出典）総務省統計局「総人口・日本人人口」

図 日本の総人口・外国人割合の推移 
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（2）自然環境 

1）カーボンニュートラル実現に向けた取組の推進 

気候変動問題は、国際社会が一体となって直ちに取り組むべき重要な課題です。平成２７年（２０

１５年）には、温室効果ガス排出削減等のための新たな枠組みであるパリ協定が採択されました。 

日本では、パリ協定を踏まえ、令和３２年（２０５０年）までに温室効果ガスの排出を実質ゼロに

する、カーボンニュートラル※を目指すことを宣言しています。 

白井市では令和４年（２０２２年）２月１６日に、令和３２年（２０５０年）までに二酸化炭素排

出量を実質ゼロにする「ゼロカーボンシティ」の実現に向けて取り組んでいくことを表明し、取組を

推進しています。 

 

2）都市緑化の推進・都市景観に対する関心の高まり 

気候変動への対応や環境保護などを目的として、近年、都市の緑化が推進されています。国におい

ては、令和５年（２０２３年）に「グリーンインフラ推進戦略２０２３」が策定され、あらゆる分野・

場面でグリーンインフラを普及するための取組が総合的・体系的に位置付けられ、自然環境と調和し

た持続可能な都市づくりの重要性が高まっています。 

また、住民の生活の質を向上させるとともに、地域の魅力を高めることにもつながる都市景観に対

する関心も高まっています。 

 

3）農を取り巻く環境の変化 

日本の農業を取り巻く環境は、高齢化による担い手の減少や耕作放棄地の増加といった問題に直面

しています。その中で、農業生産法人の設立による、効率的かつ持続可能な農業の集約や、地産地消

を推進することで、地域経済の活性化が図られるなど、持続的に農を継承していくための取組が全国

的に進められています。また、最近では、「半農半Ｘ※」という新しいライフスタイルが注目されてお

り、農業と他の職業を組み合わせることで、多様な働き方と生活の豊かさを実現する動きが広がって

います。 

 

※カーボンニュートラル 
二酸化炭素など温室効果ガスの排出量と吸収量を均衡
させ、その排出量を「実質ゼロ」に抑える、という概念。 

※半農半 X 
農のある暮らしをベースとしながら、
残りの時間は自分のやりたいことに
費やすライフスタイルのこと。 
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4）自然災害の激甚化 

近年、日本各地で地震や台風、集中豪雨など大規模な自然災害が頻発しています。令和元年（２０

１９年）の房総半島台風・東日本台風では、千葉県を中心に長期間にわたって大規模停電や断水が生

じるなどの甚大な被害をもたらし、市民生活に大きな影響を及ぼすと同時に、ライフラインの脆弱性

など新たな課題が顕在化しました。豪雨や突風の発生回数は全国的に増加していることから、今後も

これまでに経験したことのない規模の災害に直面することが予想されます。 

また、南海トラフ巨大地震・首都直下地震等の巨大地震

発生の可能性が高まっており、強い揺れに伴う建物の倒壊

や火災等、広い範囲で甚大な被害が生じることが懸念され

ています。 

大規模自然災害等の発生から人命を守り、また経済被害

が致命的なものにならず迅速に回復するために、市民、地

域、事業者、行政がそれぞれの役割分担と協働のもとで、

防災・減災対策に取り組んでいくことの重要性が増してい

ます。 

 

 

 

  

出典：内閣府「首都直下地震の被害想定と対策について

（最終報告）（２０１３年１２月）」

図 震度分布予測（都心南部直下地震）
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（3）都市・インフラ 

1）北千葉道路の整備 

一般国道４６４号北千葉道路は、外環道と成田空港を最短で結ぶ計画延長約４３km の幹線道路で

す。沿線地域の慢性的な交通混雑の課題を解決するとともに、首都圏の国際競争力の強化はもとより、

災害時における緊急輸送道路※としても機能する重要な道路です。北千葉道路の計画区間は白井市を

横断しており、全線開通することによって都心や成田空港とアクセスしやすくなることが期待されま

す。 

 

 

（出典）千葉県 HP「北千葉道路の概要」 

図 北千葉道路の整備状況 

 

2）成田空港の機能強化 

成田空港では、近年、航空機の発着回数が増えてきていることを踏まえ、滑走路の延伸・新設、誘

導路の新設、空港敷地の拡張などを令和１０年度（２０２８年度）末までに実施することを計画し、

更なる機能強化を進めています。成田空港の機能強化に伴い、物流や人流の増加など、周辺市町にも

波及効果が広がることが見込まれます。 

 
 

 

※緊急輸送道路 
災害直後から、避難・救助をはじめ、物資供給等の応
急活動のために、緊急車両の通行を確保すべき重要
な路線で、高速自動車国道や一般国道及びこれらを
連絡する基幹的な道路。 


